
平成２６年度

集 団 指 導 資 料

居宅介護支援、介護予防支援 

平成２７年３月

岡山市保健福祉局事業者指導課



岡山市保健福祉局事業者指導課ホームページ（運営：岡山市）

http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00003.html



平成２６年度集団指導資料（居宅介護支援、介護予防支援）
目     次

                      日時：平成２７年３月２０日(金)

                      場所：岡山ふれあいセンター

 １ 平成２７年度介護報酬改定の概要            ････････････････ １

 ２ 主な関係法令                     ････････････････４５

 ３ 居宅介護支援及び介護予防支援事業の基準条例の改正案について（抄）･･････４７

 ４ 「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について」等 

の一部改正について                    ････････････ ５２

 ５ 介護報酬改定関係告示の改正案（単位数表）について（抄）･･･････････････ ８０ 

 ６ 介護報酬改定に関する通知の改正案（原案）について（抄） ･･････････････８５ 

７ 体制届の提出について                  ･･････････････９６ 

 ８ 平成２７年度前期からの特定事業所集中減算の届出について ････････････１００ 

 ９ 平成２７年度介護保険報酬改定に対応した居宅サービス計画の 

取扱いについて                     ････････････１０２ 

10 介護支援専門員の資格管理について ･････････････１０４ 

 11 関連資料 

  (1)福祉用具・住宅改修について              ･･････････････１１２ 

(2)定期巡回・随時対応型訪問介護看護について       ･･････････････１１７ 

(3)住所地特例について    ･･････････････１１９ 

(4)モニタリングに係る「特段の事情」の取扱いについて（概要)････････････１２０ 

  (5)事業運営上の留意事項                  ･･･････････････１２３ 

  (6)「課題整理総括表・評価表の活用の手引き」の活用について（抜粋）･････１３４ 

  (7)指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービ

スを提供する場合の事業の人員、設備及び運営に関する指針について 

･･･････････････１３８ 

  (8)関連新聞記事                    ･･･････････････１４４ 

12 事業者指導課（地域密着事業者係）からのお知らせ     ･･････････････１４７

  ・質問票



平成２７年度介護報酬改定の概要（案）
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H27.3 全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（抜粋）

１．居宅介護⽀援・介護予防⽀援

（１）独居⾼齢者加算及び認知症加算の基本報酬への包括化
○ 認知症加算及び独居高齢者加算について、加算による評価でなく、基本報酬への包括化により評価する。

（２）正当な理由のない特定事業所へのサービスの偏りに対する対応強化
○ 正当な理由のない特定の事業所へのサービスの偏りが90％を超える場合の減算の適用について、適用要件

の明確化を図り、減算の適用割合を現状よりも引き下げるとともに、対象サービスの範囲について限定を外す。

（３）質の⾼いケアマネジメントを実施する事業所の評価の推進
○ 質の高いケアマネジメントを実施している事業所の評価を推進するため、特定事業所加算について、人員配置

要件の強化や人材育成に関する協力体制を整備している場合を算定要件に追加する。一方、中重度者の利用
者が占める割合については、実態に即して緩和する。

（４）新しい総合事業の導⼊に伴う基本報酬の⾒直し
○ 介護予防支援について、新しい総合事業の導入に伴い、介護予防サービス計画には、指定事業所により提供

されるサービスと、多様な主体により多様なサービス形態で提供される新総合事業のサービスを位置付けるこ
とを踏まえ、基本報酬において適正に評価する。

（５）居宅介護⽀援事業所とサービス事業所の連携 （運営基準事項）
○ 居宅介護支援事業所と指定居宅サービス等の事業所の意識の共有を図る観点から、居宅サービス計画等に

位置付けた指定居宅サービス等の担当者から個別サービス計画の提出を求める。

（６）地域ケア会議における関係者間の情報共有 （運営基準事項）
○ 今般の制度改正で介護保険法上に位置付けた地域ケア会議において、個別のマネジメントの事例の提供の

求めがあった場合には、これに協力するよう努めることとする。

改定事項と概要
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１．居宅介護⽀援・介護予防⽀援（１） 独居⾼齢者加算及び認知症加算の基本報酬への包括化

・ 基本報酬へ包括化

算定要件

点数の新旧
居宅介護支援費（Ⅰ）
要介護１・２ １，００５点
要介護３・４・５ １，３０６点

居宅介護支援費（Ⅱ）
要介護１・２ ５０２点
要介護３・４・５ ６５３点

居宅介護支援費（Ⅲ）
要介護１・２ ３０１点
要介護３・４・５ ３９２点

・ 認知症加算及び独居高齢者加算については、個人の心身の状況や家族の状況等に応じたケア
マネジメントの提供であり、介護支援専門員の基本の業務であることを踏まえ、加算による評価で
はなく、基本報酬への包括化により評価する。

概要

居宅介護支援費（Ⅰ）
要介護１・２ １，０４２点
要介護３・４・５ １，３５３点

居宅介護支援費（Ⅱ）
要介護１・２ ５２１点
要介護３・４・５ ６７７点

居宅介護支援費（Ⅲ）
要介護１・２ ３１３点
要介護３・４・５ ４０６点
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・ 正当な理由なく、特定の事業所の割合が80％を超える場合に減算する。（旧要件の適用割合：90％超）
・ 対象サービスの範囲については、限定を外す。（旧要件の対象サービス：訪問介護、通所介護、福祉用具貸

与）
※居宅介護支援の給付管理の対象となるサービス

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所リハビリテーション、短期入
所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護（利用期間を定めて行うものに限る。）、福祉用
具貸与、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機
能型居宅介護（利用期間を定めて行うものに限る。）、認知症対応型共同生活介護（利用期間を定めて行うも
のに限る。）、地域密着型特定施設入居者生活介護（利用期間を定めて行うものに限る。）、看護小規模多機
能型居宅介護（利用期間を定めて行うものに限る。）

算定要件

点数の新旧

特定事業所集中減算：－２００単位 変更なし

・ ケアマネジメントの質を確保する観点から、正当な理由のない特定の事業所へのサービスの偏りの割合が
90％を超える場合には減算の適用とされているが、公平・中立性を更に推進するため、適用要件の明確化を
図りつつ、減算の適用割合を現状よりも引き下げるとともに、対象サービスの範囲については、限定を外す。

概要

１．居宅介護⽀援・介護予防⽀援(2)-１ 正当な理由のない特定事業所へサービスの偏りに対する対応強化
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正当な理由なく、当該事業所において前６月間に作成されたケアプランに位置付けられた居宅サービスのうち、訪問介護サー
ビス等について、特定の事業所の割合が８０％を超える場合に減算。ただし、当該事業所のケアプラン数が一定数以下である場
合等、８０％を超えることについて以下の通り正当な理由がある場合を除く。

① 居宅介護支援事業者の通常の事業の実施地域に訪問介護サービス等が各サービスごとでみた場合に５事業所未満である
場合などサービス事業所が少数である場合

（例）訪問介護事業所として４事業所、通所介護事業所として１０事業所が所在する地域の場合
紹介率最高法人である訪問介護事業者に対して、減算は適用されないが、紹介率最高法人である通所介護事業者に対し

て、減算は適用される。

（例）訪問看護事業所として４事業所、通所リハビリテーション事業所として４事業所が所在する地域の場合は、紹介率最高法
人である訪問看護事業者、通所リハビリテーション事業者それぞれに対して、減算は適用されない。

② 特別地域居宅介護支援加算を受けている事業者である場合

③ 判定期間の一月当たりの平均居宅サービス計画件数が２０件以下であるなど事業所が小規模である場合

④ 判定期間の一月当たりの居宅サービス計画のうち、それぞれのサービスが位置付けられた計画件数が一月当たり平均１０
件以下であるなど、サービスの利用が少数である場合

（例）訪問看護が位置付けられた計画件数が一月当たり平均５件、通所介護が位置付けられた計画件数が一月当たり平均２０
件の場合
紹介率最高法人である訪問看護事業者に対して、減算は適用されないが、紹介率最高法人である通所介護事業者に対し

て、減算は適用される。

⑤ サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより特定の事業者に集中していると認められる場合
（例）利用者から質が高いことを理由に当該サービスを利用したい旨の理由書の提出を受けている場合であって、地域ケア会

議等に当該利用者の居宅サービス計画を提出し、支援内容についての意見・助言を受けているもの。

⑥ その他正当な理由と都道府県知事(指定都市及び中核市においては、指定都市又は中核市の市長)が認めた場合

特定事業所集中減算における正当な理由の範囲（案）

１．居宅介護⽀援・介護予防⽀援(2)-②正当な理由のない特定事業所へサービスの偏りに対する対応強化

※下線が今回の修正の部分
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１．居宅介護⽀援・介護予防⽀援（３）-１ 質の⾼いケアマネジメントを実施する事業所の評価の推進

・ 質の高いケアマネジメントを実施している事業所の評価を推進するため、特定事業所加算につい
て、主任介護支援専門員などの人員配置要件を強化する。また、法定研修等における実習受入
事業所となるなど人材育成に関する協力体制を整備している場合を算定要件に追加する。

・ 当該加算の算定要件のうち、中重度者の利用者が占める割合については、実態に即して緩和す
る。

点数の新旧

概要

特定事業所加算（Ⅰ） ５００単位
特定事業所加算（Ⅱ） ３００単位

特定事業所加算（Ⅰ） ５００単位
特定事業所加算（Ⅱ） ４００単位
特定事業所加算（Ⅲ） ３００単位
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１．居宅介護⽀援・介護予防⽀援（３）－２ 質の⾼いケアマネジメントを実施する事業所の評価の推進

算定要件
（人員配置及び要件に変更のある部分）

特定事業所加算Ⅰ（５００単位／月）

１ 常勤専従の主任介護支援専門員を１名以上配置
２ 常勤専従の介護支援専門員を３名以上配置
３ 中重度の利用者の占める割合が50％以上
４（なし）

特定事業所加算Ⅱ（３００単位／月）

１ 常勤専従の主任介護支援専門員を１名以上配置
２ 常勤専従の介護支援専門員を２名以上配置
３（なし）

特定事業所加算Ⅰ（５００単位／月）

１ 常勤専従の主任介護支援専門員を２名以上配置
２（継続）
３ 中重度の利用者の占める割合が40％以上

（新規)４ 法定研修等における実習受入事業所となるなど人材
育成への協力体制の整備

特定事業所加算Ⅱ（４００単位／月）

１（継続）
２ 常勤専従の介護支援専門員を３名以上配置

（新規)３ 法定研修等における実習受入事業所になるなど人材
育成への協力体制の整備

特定事業所加算Ⅲ（３００単位／月）

１（継続）
２（継続）

（新規)３ 法定研修等における実習受入事業所となるなど人材
育成への協力体制の整備
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１．居宅介護⽀援・介護予防⽀援（４）新しい総合事業の導⼊に伴う基本報酬の⾒直し

点数の新旧

介護予防支援費 ４１４点 介護予防支援費 ４３０点

・ 介護予防支援について、新しい総合事業の導入に伴い、介護予防サービス計画には、指定事業
所により提供されるサービスと、多様な主体により多様なサービス形態で提供される新総合事業
のサービスを位置づけることを踏まえ、基本報酬において適正に評価する。

概要
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１．居宅介護⽀援・介護予防⽀援（５）居宅介護⽀援事業所とサービス事業所の連携

基準の新旧

（なし）

（新規）

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準
第１３条

１２ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた
指定居宅サービス事業者等に対して、訪問介護計画（指定
居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基
準（平成十一年厚生省令第三十七号。以下「指定居宅サー
ビス等基準」という。）第二十四条第一項に規定する訪問介
護計画をいう。）等指定居宅サービス等基準において位置
付けられている計画の提出を求めるものとする。

・ 居宅介護支援事業所と指定居宅サービス等の事業所の意識の共有を図る観点から、介護支援
専門員等は、居宅サービス計画等に位置づけた指定居宅サービス等の担当者から個別サービス
計画の提出を求めることとする。

概要
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１．居宅介護⽀援・介護予防⽀援（６）地域ケア会議における関係者間の情報共有

基準の新旧

（なし）

（新規）

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準
第１３条

２７ 指定居宅介護支援事業者は、法第百十五条の四十八第
四項の規定に基づき、同条第一項に規定する会議から、同条
第二項の検討を行うための資料又は情報の提供、意見の開
陳その他必要な協力の求めがあった場合には、これに協力
するよう努めなければならない。

・ 今般の制度改正で介護保険法上に位置づけた地域ケア会議において、個別のケアマネジメント
事例の提供の求めがあった場合には、これに協力するよう努めることとする。

概要
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１．居宅介護⽀援・介護予防⽀援［ 報酬のイメージ（1⽉あたり）］

要介護者が居宅サービス等を適切に利用することができる
ように作成する居宅サービス計画費

退院、退所時の病院等との連携
（３００単位）

居宅サービス等について、特定
の事業所の割合が80%を超える
場合

（－200単位）

医療との連携、労力を要するケアマネジメントや事
業所の体制に対する加算・減算

入院、入所時の病院等との連携

サービス担当者会議や定期的な利
用者の居宅訪問未実施等

・ －５０％
・ 算定しない（2ヶ月以上継続）

要介護1・2 要介護3・4・5

1,042単位/⽉ 1,353単位/⽉

52１単位/⽉ 677単位/⽉
31３単位/⽉ 40６単位/⽉

居宅介護支援費

居宅介護支援費Ⅰ

居宅介護支援費Ⅱ

居宅介護支援費Ⅲ

※2 取扱件数には介護予防支援受託者数を２分の1とした件数を含む

※1 介護支援専門員（常勤換算）1人当たり40件を超えた場合、超過部分のみ
に逓減制（40件以上60件未満の部分は居宅介護支援費Ⅱ、60件以上の部
分は居宅介護支援費Ⅲ）を適用

初回利用者へのケアマネジメントに対す
る評価 （３００単位）

ケアマネジメント等の質の高い事業所へ
の評価

・Ⅰ：５００単位
・Ⅱ：４００単位
・Ⅲ：３００単位

介護予防支援費 430単位/月

要支援者が介護予防サービス等を適切に利用することができる
ように作成する介護予防サービス計画費

事業所との連携や労力を要するケアマネジメントに対する加算

初回利用者へのケアマネジメ
ントに対する評価

（３００単位）

小規模多機能型居宅介護事
業所との連携

（３００単位）

病院等に対する情報提供方法
・訪問 ：２００単位
・その他 ：１００単位

介護予防支援費

居宅介護支援費Ⅰ
居宅介護支援費Ⅱ

居宅介護支援費Ⅲ

介護支援専門員
1人当たり取扱件数

４０件 ６０件

報酬体系は逓減制
※１

※2

（677単位）
（40６単位）

（1,353単位） 例：要介護３・４・５の場合

小規模多機能型居宅介護移行時の小規
模多機能型居宅介護事業所との連携

（３００単位）

利用者の状態の急変等に伴い利用者宅
で行われるカンファレンス への参加

（２００単位）

看護小規模多機能型居宅介護移行時の
看護小規模多機能型居宅事業所との連
携

（３００単位）

居宅介護⽀援

介護予防支援

は今回の報酬改定で見直しのある項目 11

１．居宅介護⽀援・介護予防⽀援［基準等］

必要となる⼈員・設備等

管理者 常勤の介護支援専門員を配置 ※介護支援専門員の職務と兼務可能

介護支援専門員 利用者３５人に対し1人を配置

必要となる⼈員・設備等

管理者 常勤の者を配置

担当職員 １人以上を配置 ※保健師、介護支援専門員、社会福祉士、経験ある看護師、高齢者保健福祉に関す
る相談援助業務に3年以上従事した社会福祉主事のいずれかの要件を満たす者

居宅介護支援事業所において、居宅介護支援を提供するために必要な人員は次のとおり。

介護予防支援事業所において、介護予防支援を提供するために必要な人員は次のとおり。

居宅介護⽀援

介護予防⽀援

12　　　　　　　　　　　　　　　　6



Ⅲ．横断的事項

13

２１．基準費⽤額

（１）介護保険施設等における基準費用額の見直し

○ 多床室における居住費については、直近の家計調査における光熱水費の額が現行の基準費
用額を上回っていることを踏まえ、見直しを行う。

改定事項と概要

14　　　　　　　　　　　　　　　　7



1.5  1.5 
2.5  2.8 

1.5  1.5 
2.5  2.7 

0.9  1.2 

2.0 

4.1 

0.9  1.2 

2.0 

4.1 
2.5  2.5 

4.0 

5.9 

1.0 

1.0 

1.0 

第1段階 第2段階 第3段階 第4段階 第1段階 第2段階 第3段階 第4段階

居住費

食費

1割負担

計4.9万円 計5.1万円

計8.3万円

計12.9万円

計2.4万円

計3.6万円
＋1,500円

計5.4万円
＋1,500円

計7.8万円
＋1,500円

（参考）＜ユニット型個室の利用者負担＞
＜見直し後の多床室の利用者負担(平成２７年４月～)＞

【軽減措置】
（補足給付）
居住費：2.0万円

食 費：2.2万円

【軽減措置】
（補足給付）
居住費：3.5万円

食 費：3.0万円

【軽減措置】
（補足給付）
居住費：3.5万円

食 費：3.2万円

【軽減措置】
（補足給付）
居住費： 0万円

食 費：2.2万円

【軽減措置】
（補足給付）
居住費： 0万円

食 費：3.0万円

【軽減措置】
（補足給付）
居住費：1.0万円

＋１，５００円

食 費：3.2万円

（※要介護５の場合）

※多床室の光熱水費（居住費）は、従来より第２段階又は第３段階の方は自己負担となっている。

２１．基準費⽤額（１） 基準費⽤額の⾒直し（光熱⽔費増への対応）について
【介護⽼⼈福祉施設、介護療養型医療施設、介護⽼⼈保健施設共通】

• 多床室における居住費は、家計調査の光熱水費の額を参考に設定しているが、直近（平成25年）
調査の結果が基準費用額（１日当たり320円、１ヶ月当たり9,600円）を上回っているため、多床室
における居住費負担について、１日当たり50円（１ヶ月当たり1,500円）引き上げることとする。

（参考）光熱水費家計調査結果：平成15年（設定時）は光熱水費： 9,490円 → 平成25年（直近）は：11,215円

・第１段階： 生活保護受給者、老齢福祉年金受給者 等
・第２段階： 市町村民税世帯非課税、本人の年金収入８０万円以下
・第３段階： 市町村民税世帯非課税、本人の年金収入８０万円超
・第４段階： 市町村民税世帯課税（例えば、夫婦2人世帯で、本人の年金収入２１１万円超）

※平成27年8月より、入所者が世帯非課税であっても、①配偶者が課税されている場合、
②単身で1000万円超、夫婦で2000万円超の預貯金を保有している場合には、補足給付の
対象外（第４段階）となる。

（注）
・グラフの値は、一月当たりの数値で、一月３０日として計算。
・グラフの値の単位は万円で、少数点第２以下は四捨五入。
（そのため、合計額の値は、必ずしも、居住費・食費・１割負担の額を足し
合わせたものと一致しない。）

・第４段階の食費・居住費は、基準費用額の値を記載。
・１割負担の額について、基本報酬に処遇改善加算を加えた額が基準。 15

２１．基準費⽤額（１）＜参考＞ 新たな基準費⽤額・負担限度額について

• 介護保険施設等の多床室の基準費用額及び負担限度額については、「老健・療養等」も含めて、光熱水費
の実態に即した設定とするため、必要な額（５０円／日）の引き上げを行う。

• また、多床室のうち、「特養等」の基準費用額については、これまで基本報酬に含めて評価されていた室料相
当分（４７０円／日）の引き上げを行う。

※ ５０円の引き上げは平成２７年４月から、４７０円の引き上げは平成２７年８月からであることに留意。

ユニット型
個室

ユニット型
準個室

従来型個室
（特養等）

従来型個室
（老健・療養等）

多床室
（特養等）

多床室
（老健・療養等）

利用者負担

第３段階
1,310 1,310 820 1,310 320+50 320+50

利用者負担

２段階
820 490 420 490 320+50 320+50

利用者負担

第１段階
820 490 320 490 0 0

ユニット型
個室

ユニット型
準個室

従来型個室
（特養等）

従来型個室
（老健・療養等）

多床室
（特養等）

多床室
（老健・療養等）

利用者負担

第１～第３段階
1,970 1,640 1,150 1,640

320+50
＋470

320+50

基準費⽤額

負担限度額

16　　　　　　　　　　　　　　　　8



２４．区分⽀給限度基準額に係る対応

概要

（１）総合マネジメント体制強化加算
○ 包括報酬サービスの提供事業所は、「短時間・一日複数回訪問」や「通い・訪問・泊まり」といった一体的

なサービスを組み合わせて提供し、24時間365日の在宅生活を支援する点で、通常の居宅サービスとは
異なる特徴を有している。

○ この点につき、事業所が積極的に体制整備を進めていることを加算として評価することで、一体的な
サービス提供のための更なる基盤整備を促し、より効果的・効率的に利用者を主体とした在宅における生活

の継続を可能とするため、「総合マネジメント体制強化加算」を新設するとともに、当該加算を限度額の対象
外に位置づける。

（２）訪問体制強化加算、訪問看護体制強化加算
○ 小規模多機能型居宅介護や看護小規模多機能型居宅介護においては、在宅生活を継続するための

支援を更に強化する観点から、訪問サービスを積極的に提供する体制の評価を行うため「訪問体制強化
加算」や「訪問看護体制強化加算」を新設するとともに、当該加算については限度額に含まないこととす
る。

（３）サービス提供体制強化加算
○ サービス提供体制強化加算については、現在、区分支給限度基準額に含まれる取扱いとなっている

が、介護職員処遇改善加算と同様に、限度額に含まれない加算とし、処遇改善に向けた取組をより一層
推進する。

17

２４．区分⽀給限度基準額に係る対応＜参考-1＞総合マネジメント体制強化加算の創設
（定期巡回・随時対応型訪問介護看護・⼩規模多機能型居宅介護・看護⼩規模多機能型居宅介護共通）

・ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。（定期巡回・小規模多機能・看護多機能共通事項）
① 個別サービス計画について、利用者の心身の状況や家族を取り巻く環境の変化を踏まえ、介護職員や

看護職員等の多職種協働により、随時適切に評価されていること。
② 個別サービス計画の見直しの際に、利用者又はその家族に対して、当該見直しの内容を説明し、記録し

ていること。
・ この他、各サービスの特性に応じて、「病院又は診療所等に対し、日常的に、情報提供等を行っている」（定期

巡回・看護多機能）、「地域における活動への参加の機会が確保されている」（小規模多機能・看護多機能）こ
となどを要件としている。

（※）本加算は、区分支給限度基準額の算定に含めない。

算定要件

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護を提供
する事業所は、利用者の生活全般に着目し、日頃から主治医や看護師、他の従業者といった多様な主体との
意思疎通等を図り、適切に連携するための体制構築に取り組む必要があり、通常の居宅サービスとは異なる
「特有のコスト」が存在する。当該コストは、現行もそれぞれの基本サービス費の中で手当されているが、より効
果的・効率的に利用者を主体とした在宅における生活の継続を可能とする観点から、積極的な体制整備につ
いて、新たな加算として評価する。

概要

点数の新旧 （新規）
総合マネジメント体制強化加算 １０００単位／月

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護・小規模多機能型居宅介護・
看護小規模多機能型居宅介護共通）

（なし）
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※外部サービス利用型は要介護度に応じた限度単位数を別に設定。 ※ 額は介護報酬の1単位を10円として計算。

限度額 限度額が適用される
サービスの種類

限度額に含まれない費用

中山間地域等
提供加算等

ターミナルケア加算
緊急時訪問看護加算

特別管理加算

介護職員処遇
改善加算

サービス提供体制
強化加算

その他

要支援１
50,030

要支援２
104,730

要介護１
166,920

要介護２
196,160

要介護３
269,310

要介護４
308,060

要介護５
360,650

①訪問介護 ○ ○

②訪問入浴介護 ○ ○ ○

③訪問看護 ○ ○ ○

④訪問リハビリテーション ○ ○

⑤通所介護 ○ ○ ○

⑥通所リハビリテーション ○ ○ ○

⑦福祉用具貸与 ○

⑧短期入所生活介護 ○ ○

⑨短期入所療養介護 ○ ○
介護老人保健施設の緊急時施
設療養費と特別療養費及び病
院・診療所の特定診療費

⑩特定施設入居者生活介護
（短期利用に限る）

○ ○

⑪定期巡回・随時対応サービス ○ ○ ○ ○ 総合マネジメント体制強化加算

⑫夜間対応型訪問介護 ○ ○

⑬認知症対応型通所介護 ○ ○

⑭小規模多機能型居宅介護 ○ ○ ○ 総合マネジメント体制強化加算

訪問体制強化加算

⑮認知症対応型共同生活介護

（短期利用に限る）
○ ○

⑯地域密着型特定施設入居者生
活介護（短期利用に限る）

○ ○

⑰看護小規模多機能型居宅介護 ○ ○ ○
事業開始時支援加算

総合マネジメント体制強化加算

訪問看護体制強化加算

限度額適用
外サービス

①居宅療養管理指導、②特定施設入居者生活介護（外部サービス利用型を除く）（短期利用を除く）、③認知症対応型共同生活介護（短期利用を除く）、
④地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用を除く）、⑤地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、⑥居宅介護支援

※中山間地域等提供加算等には、中山間地域等提供加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び特別地域加算を含む。

２４．区分⽀給限度基準額に係る対応＜参考-2＞
区分⽀給限度基準額に含まれない費⽤、適⽤されないサービス

H27新設部分

19

２５．集合住宅におけるサービス提供

（１）集合住宅に居住する利⽤者への訪問系サービス等の評価の⾒直し
（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、夜間対応型訪問介護）
○ 事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内の集合住宅（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、

サービス付き高齢者向け住宅に限る、以下同じ）に居住する利用者に対して訪問する場合は、その利用者に対
する報酬を10％減算

○ 上記以外の範囲に所在する集合住宅に居住する利用者に対して訪問する場合は、当該集合住宅に居住する
利用者が１月あたり20人以上の場合、その利用者に対する報酬を10％減算

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）
○事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内の集合住宅に居住する利用者に対して提供する場合は、その利用

者に対する報酬を新たに１月あたり600単位減算

（２）通所系サービスにおいて送迎がない場合の評価の⾒直し
（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護）
○ 事業所が送迎を実施していない場合も減算の対象とする。

（３）事業所と同⼀の集合住宅居住者の⼩規模多機能型居宅介護、複合型サービス（看護⼩
規模多機能型居宅介護）の評価の⾒直し

○ 事業所と同一の集合住宅の居住者に対してサービスを行う場合の基本報酬を新たに設ける。

改定事項と概要
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減算の内容 算定要件 備考

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

夜間対応型訪問介護

10％減算

①事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物（養護老人ホーム、
軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る）に居
住する者

②上記以外の範囲に所在する建物（建物の定義は同上）に居住する者

（当該建物に居住する利用者の人数が１月あたり20人以上の場合）

―

定期巡回・随時対応サービス
600単位/月

減算

・事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物（養護老人ホーム、
軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る）に居
住する者

－

居宅療養管理指導
医師：503単位

→ 452単位
等

・同一建物居住者。具体的には以下の利用者

①養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者
向け住宅、マンションなどの集合住宅等に入居・入所している複数の利用者

②小規模多機能型居宅介護（宿泊サービス）、認知症対応型共同生活介護、
複合型サービス（宿泊サービス）などのサービスを受けている複数の利用者

・ 同一日に２人以上の利
用者を訪問する場合

通所介護

通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護

①94単位/日

②47単位/片道

減算

①事業所と同一建物に居住する者又は事業所と同一建物から事業所に通う者

※ 事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物を指すものであり、具体的に
は、当該建物の１階部分に事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋
がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣
接する場合は該当しない。同一建物については、当該建築物の管理、運営法
人が介護事業者と異なる場合であっても該当する。

②事業所が送迎を行っていない者

・やむを得ず送迎が必要と
認められる利用者の送
迎は減算しない

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護
（別報酬体系）

・事業所と同一建物（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サー
ビス付き高齢者向け住宅に限る）に居住する者

・利用者の居所（事業所
と同一建物に居住する
か否か）に応じた基本
報酬を設定
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２５．集合住宅におけるサービス提供の報酬（改正後概要）（１）〜（３）

減算の内容 対象となる利⽤者 その他の条件

訪問介護
訪問⼊浴介護
訪問看護

訪問リハビリテーション
夜間対応型訪問介護

10％減算

・事業所と同⼀建物（養護⽼⼈ホーム、軽費⽼⼈ホーム、有料⽼⼈ホーム、
サービス付き⾼齢者向け住宅、旧⾼専賃に限る）に居住する利⽤者

※事業所と構造上⼜は外形上、⼀体的な建築物を指すものであり、具体的に
は、当該建物の１階部分に事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋
がっている場合が該当し、同⼀敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接
する場合は該当しない。同⼀建物については、当該建築物の管理、運営法⼈
が介護事業者と異なる場合であっても該当する。

・事業所と同⼀建物
に居住する実利⽤者
の数が30⼈/⽉以上

⼩規模多機能型居宅介護
・事業所と同⼀建物
に居住する実利⽤者
の数が登録定員の
80/100以上

居宅療養管理指導
医師：503

→ 452単位

等

・同⼀建物居住者。具体的には以下の利⽤者
①養護⽼⼈ホーム、軽費⽼⼈ホーム、有料⽼⼈ホーム、サービス付き⾼齢者
向け住宅、マンションなどの集合住宅等に⼊居・⼊所している複数の利⽤者
②⼩規模多機能型居宅介護（宿泊サービス）、認知症対応型共同⽣活介護、
複合型サービス（宿泊サービス）などのサービスを受けている複数の利⽤者

・同⼀⽇に２⼈以上
の利⽤者を訪問する
場合

通所介護
通所リハビリテーション
認知症対応型通所介護

94単位/⽇
減算

・事業所と同⼀建物に居住する者⼜は事業所と同⼀建物から事業所に通う者
※事業所と構造上⼜は外形上、⼀体的な建築物を指すものであり、具体的に
は、当該建物の１階部分に事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋
がっている場合が該当し、同⼀敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接
する場合は該当しない。同⼀建物については、当該建築物の管理、運営法⼈
が介護事業者と異なる場合であっても該当する。

・やむを得ず送迎が
必要と認められる利
⽤者の送迎は減算し
ない

定期巡回・随時対応サービス 減算なし -― ―

複合型サービス 減算なし -― ―
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２５．集合住宅におけるサービス提供＜参考＞（改定前）
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２５．集合住宅におけるサービス提供＜参考＞ 集合住宅に居住する利⽤者への
サービス提供に係る評価の⾒直しイメージ図（訪問介護の場合）

訪問介護事業所

サ高住

有料老人ホーム

訪問介護事業所と有料老人ホームが
隣接する敷地に併設している場合

訪問介護事業所と有料老人ホームが幅
員の広い道路に隔てられている場合

有料老人ホーム
（利用者20人未満）

訪問介護事業所とサ高住が同
一建物に併設している場合

一般住宅

サ高住

同一敷地内にある複数のサ高住の
利用者数を合計すると20人以上になる場合

有料老人ホーム
（利用者20人以上）

有料老人ホームに、当該訪問介護事業
所の利用者が20人以上いる場合

サ高住
（利用者10人）

サ高住
（利用者15人）

脚注 ： 減算となるもの 減算とならないもの

訪問介護事業所とサ高住が公道を
隔てた敷地に併設している場合
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２  主な関係法令 

 ・介護保険法（平成9年法律第123号）

  ・介護保険法施行令（平成10年政令第412号）

  ・介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）

【居宅介護支援】

国の基準省令指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

（平成11年厚生省令第38号）

⇒平成２６年度から

 ◎岡山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

（平成26年市条例第31号）

 ◎岡山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例施行規則

（岡山市規則第44号）

国の基準省令の解釈通知指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について 

（平成11年老企第22号）

⇒平成２６年度から

 ◎介護保険法に基づき条例で規定された指定居宅介護支援等の基準等について 

（平成26年岡事指第１５６２－１号）

報酬告示他

・指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第20号）

・介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について（平成11年老企第29号）

 ・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養

管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定

に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年老企第36号）

  ・退院・退所加算（Ⅰ）・（Ⅱ）に係る様式例（平成21年老振発第0313001号）

【介護予防支援】

国の基準省令指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生省令第37号）

⇒平成２６年度から

 ◎岡山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成26年市条例第32号）

 ◎岡山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例施行規則（岡山市規則第45号）

国の基準省令の解釈通知 

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準について（平成 18 年老振発第 0331003 号）

⇒平成２６年度から

 ◎介護保険法に基づき条例で規定された指定介護予防支援等の基準等について 

（平成26年岡事指第１５６２－２号）
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報酬告示他

・指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚労省告示第129号）

 ・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意

事項について（平成18年老計発第0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号：

別紙１）

※国の法令･通知等は、次の文献、ホームページ等でご確認ください。

 文献： 介護報酬の解釈 １単位数表編（発行：社会保険研究所）･･･青本

     介護報酬の解釈 ２指定基準編（発行：社会保険研究所）･･･赤本

介護報酬の解釈３ＱＡ・法令編 （発行：社会保険研究所）･･･緑本

ホームページ：

 ・厚生労働省 法令等データベースシステム

   http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/

 ・厚生労働省 介護サービス関係Ｑ＆Ａ

   http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/index_qa.html

 ・総務省 法令データ提供システム

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi

・岡山市の条例、規則、通知 

  http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00148.html
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項
に
規
定
す
る
訪
問
介
護
計
画
を
い
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ス
等
基
準
に
お
い
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
計
画
の
提
出
を
求
め
る
も
の

と
す
る
。
 

十
三
～
十
五
 
 
略
 

十
六
 
第
三
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
の
規
定
は
，
第
十
三
号
に
規
定
す
る
居
宅

サ
ー
ビ
ス
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
 

十
七
～
二
十
六
 
 
略
 

二
十
七
 
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
は
，
法
第
百
十
五
条
の
四
十
八
第
四
項

の
規
定
に
基
づ
き
，
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
会
議
か
ら
，
同
条
第
二
項
の

検
討
を
行
う
た
め
の
資
料
又
は
情
報
の
提
供
，
意
見
の
開
陳
そ
の
他
必
要
な

協
力
の
求
め
が
あ
っ
た
場
合
に
は
，
こ
れ
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
 

（
記
録
の
整
備
）
 

第
二
十
九
条
 
 
略
 

２
 
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
は
，
利
用
者
に
対
す
る
指
定
居
宅
介
護
支
援
の

提
供
に
関
す
る
次
の
各
号
に
掲
げ
る
記
録
を
整
備
し
，
そ
の
完
結
の
日
か
ら
二

年
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

一
 
第
十
三
条
第
十
三
号
に
規
定
す
る
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
と
の

連
絡
調
整
に
関
す
る
記
録
 

二
 
個
々
の
利
用
者
ご
と
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
居
宅
介
護
支
援

台
帳
 

イ
～
ハ
 
 
略
 

ニ
 
第
十
三
条
第
十
四
号
に
規
定
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
結
果
の
記
録
 

三
～
五
 
 
略
 

 
 
 
附
 
則
 

 
 
略
 

（
１
２
）
～
（
１
４
）
 
 
略
 

（
１
５
）
 
第
３
号
か
ら
第
１
１
号
ま
で
の
規
定
は
，
第
１
２
号
に
規
定
す

る
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
 

（
１
６
）
～
（
２
５
）
 
 
略
 

（
新
設
）
 

（
記
録
の
整
備
）
 

第
３
２
条
 
 
略
 

２
 
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
は
，
利
用
者
に
対
す
る
指
定
居
宅
介
護
支
援
の

提
供
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
記
録
を
整
備
し
，
そ
の
完
結
の
日
か
ら
５
年
間

保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
１
）
 
第
１
６
条
第
１
２
号
に
規
定
す
る
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等

と
の
連
絡
調
整
に
関
す
る
記
録
 

（
２
）
 
個
々
の
利
用
者
ご
と
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
居
宅
介
護

支
援
台
帳
 

ア
～
ウ
 
 
略
 

（
３
）
 
第
１
６
条
第
１
３
号
に
規
定
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
結
果
の
記
録

（
４
）
～
（
８
）
 
 
略
 
 

附
 
則
 

こ
の
条
例
は
，
平
成
２
６
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

う
。
）
等
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
等
基
準
条
例
に
お
い
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い

る
計
画
の
提
出
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。
 

（
１
３
）
～
（
１
５
）
 
 
略
 

（
１
６
）
 
第
３
号
か
ら
第
１
２
号
ま
で
の
規
定
は
，
第
１
３
号
に
規
定
す
る

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
 

（
１
７
）
～
（
２
６
）
 
 
略
 

（
２
７
）
 
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
は
，
法
第
１
１
５
条
の
４
８
第
４
項

の
規
定
に
基
づ
き
，
地
域
ケ
ア
会
議
か
ら
，
同
条
第
２
項
の
検
討
を
行
う
た

め
の
資
料
又
は
情
報
の
提
供
，
意
見
の
開
陳
そ
の
他
必
要
な
協
力
の
求
め
が

あ
っ
た
場
合
に
は
，
こ
れ
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
記
録
の
整
備
）
 

第
３
２
条
 
 
略
 

２
 
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
は
，
利
用
者
に
対
す
る
指
定
居
宅
介
護
支
援
の

提
供
に
関
す
る
次
に
掲
げ
る
記
録
を
整
備
し
，
そ
の
完
結
の
日
か
ら
５
年
間

保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
１
）
 
第
１
６
条
第
１
３
号
に
規
定
す
る
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等

と
の
連
絡
調
整
に
関
す
る
記
録
 

（
２
）
 
個
々
の
利
用
者
ご
と
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
居
宅
介
護

支
援
台
帳
 

ア
～
ウ
 
 
略
 

（
３
）
 
第
１
６
条
第
１
４
号
に
規
定
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
結
果
の
記
録

（
４
）
～
（
８
）
 
 
略
 

附
 
則
 

こ
の
条
例
は
，
平
成
２
６
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

こ
の
条
例
は
，
平
成
２
７
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
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岡
山
市
指
定
介
護
予
防
支
援
等
の
事
業
の
人
員
及
び
運
営
並
び
に
指
定
介
護
予
防
支
援
等
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
等
を
定
め
る
条
例
 

（
平
成
26
年
条
例
第
32
号
）
新
旧
対
照
表

省
令
（
新
）
 

岡
山
市
条
例
（
旧
）
 

岡
山
市
条
例
（
新
）
案
 

指
定
介
護
予
防
支
援
等
の
事
業
の
人
員
及
び
運
営
並
び
に
指
定
介
護
予

防
支
援
等
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基

準
 

（
平
成
十
八
年
三
月
十
四
日
）

（
厚
生
労
働
省
令
第
三
十
七
号
）

（
身
分
を
証
す
る
書
類
の
携
行
）
 

第
九
条
 
指
定
介
護
予
防
支
援
事
業
者
は
，
当
該
指
定
介
護
予
防
支
援
事
業
所
の

担
当
職
員
に
身
分
を
証
す
る
書
類
を
携
行
さ
せ
，
初
回
訪
問
時
及
び
利
用
者
又

は
そ
の
家
族
か
ら
求
め
ら
れ
た
と
き
は
，
こ
れ
を
提
示
す
べ
き
旨
を
指
導
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
指
定
介
護
予
防
支
援
の
業
務
の
委
託
）
 

第
十
二
条
 
 
略
 

一
 
委
託
に
当
た
っ
て
は
，
中
立
性
及
び
公
正
性
の
確
保
を
図
る
た
め
地
域
包

括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
協
議
会
（
介
護
保
険
法
施
行
規
則
（
平
成
十
一
年
厚

生
省
令
第
三
十
六
号
）
第
百
四
十
条
の
六
十
六
第
一
号
ロ
（
２
）
に
規
定
す

る
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
協
議
会
を
い
う
。
）
の
議
を
経
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
こ
と
。
 

二
～
四
 
 
略
 

（
記
録
の
整
備
）
 

第
二
十
八
条
 
 
略
 

２
 
 
略
 

一
 
第
三
十
条
第
十
四
号
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等

と
の
連
絡
調
整
に
関
す
る
記
録
 

○
岡
山
市
指
定
介
護
予
防
支
援
等
の
事
業
の
人
員
及
び
運
営
並
び
に

指
定
介
護
予
防
支
援
等
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支

援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
等
を
定
め
る
条
例
 

平
成
２
６
年
３
月
２
５
日

市
条
例
第
３
２
号

（
身
分
を
証
す
る
書
類
の
携
行
）
 

第
１
２
条
 
指
定
介
護
予
防
支
援
事
業
者
は
，
当
該
指
定
介
護
予
防
支
援
事
業
所

の
担
当
職
員
に
身
分
を
証
す
る
書
類
を
携
行
さ
せ
，
初
回
訪
問
時
又
は
利
用

者
若
し
く
は
そ
の
家
族
か
ら
求
め
ら
れ
た
と
き
は
，
こ
れ
を
提
示
す
べ
き
旨

を
指
導
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
指
定
介
護
予
防
支
援
の
業
務
の
委
託
）
 

第
１
５
条
 
 
略
 

（
１
）
 
委
託
に
当
た
っ
て
は
，
中
立
性
及
び
公
正
性
の
確
保
を
図
る
た
め

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
協
議
会
（
介
護
保
険
法
施
行
規
則
（
平
成

１
１
年
厚
生
省
令
第
３
６
号
）
第
１
４
０
条
の
６
６
第
１
号
に
規
定
す
る

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
協
議
会
を
い
う
。
）
の
議
を
経
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
こ
と
。
 

（
２
）
～
（
４
）
 
 
略
 

（
５
）
 
委
託
す
る
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
に
対
し
，
指
定
包
括
支
援

セ
ン
タ
ー
か
ら
求
め
が
あ
っ
た
場
合
に
は
，
地
域
ケ
ア
会
議
に
参
加
さ
せ
，

又
は
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
行
う
包
括
的
支
援
事
業
そ
の
他
の
事
業

に
協
力
さ
せ
る
こ
と
。
 

（
記
録
の
整
備
）
 

第
３
１
条
 
 
略
 

２
 
 
略
 

（
１
）
 
第
３
３
条
第
１
３
号
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業

者
等
と
の
連
絡
調
整
に
関
す
る
記
録
 

○
岡
山
市
指
定
介
護
予
防
支
援
等
の
事
業
の
人
員
及
び
運
営
並
び
に

指
定
介
護
予
防
支
援
等
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支

援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
等
を
定
め
る
条
例
 

平
成
２
６
年
３
月
２
５
日

市
条
例
第
３
２
号

（
身
分
を
証
す
る
書
類
の
携
行
）
 

第
１
２
条
 
指
定
介
護
予
防
支
援
事
業
者
は
，
当
該
指
定
介
護
予
防
支
援
事
業
所

の
担
当
職
員
に
身
分
を
証
す
る
書
類
を
携
行
さ
せ
，
初
回
訪
問
時
及
び
利
用

者
又
は
そ
の
家
族
か
ら
求
め
ら
れ
た
と
き
は
，
こ
れ
を
提
示
す
べ
き
旨
を
指

導
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
指
定
介
護
予
防
支
援
の
業
務
の
委
託
）
 

第
１
５
条
 
 
略
 

（
１
）
 
委
託
に
当
た
っ
て
は
，
中
立
性
及
び
公
正
性
の
確
保
を
図
る
た
め

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
協
議
会
（
介
護
保
険
法
施
行
規
則
（
平
成

１
１
年
厚
生
省
令
第
３
６
号
）
第
１
４
０
条
の
６
６
第
１
号
ロ
（
２
）
に

規
定
す
る
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
協
議
会
を
い
う
。
）
の
議
を
経

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。
 

（
２
）
～
（
４
）
 
 
略
 

（
５
）
 
委
託
す
る
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
に
対
し
，
地
域
包
括
支
援

セ
ン
タ
ー
か
ら
求
め
が
あ
っ
た
場
合
に
は
，
法
第
１
１
５
条
の
４
８
第
１

項
に
規
定
す
る
会
議
（
以
下
「
地
域
ケ
ア
会
議
」
と
い
う
。
）
に
参
加
さ

せ
，
又
は
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
行
う
包
括
的
支
援
事
業
そ
の
他
の

事
業
に
協
力
さ
せ
る
こ
と
。
 

（
記
録
の
整
備
）
 

第
３
１
条
 
 
略
 

２
 
 
略
 

（
１
）
 
第
３
３
条
第
１
４
号
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業

者
等
と
の
連
絡
調
整
に
関
す
る
記
録
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二
 
 
略
 

イ
～
ハ
 
 
略
 

ニ
 
第
三
十
条
第
十
五
号
に
規
定
す
る
評
価
の
結
果
の
記
録
 

ホ
 
第
三
十
条
第
十
六
号
に
規
定
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
結
果
の
記
録
 

三
～
五
 
 
略
 

（
指
定
介
護
予
防
支
援
の
具
体
的
取
扱
方
針
）
 

第
三
十
条
 
 
略
 

一
～
十
一
 
 
略
 

十
二
 
担
当
職
員
は
，
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
に
位
置
付
け
た
指
定
介
護
予

防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
に
対
し
て
，
介
護
予
防
訪
問
看
護
計
画
書
（
指
定
介

護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
の
事
業
の
人
員
，
設
備
及
び
運
営
並
び
に
指
定
介
護
予

防
サ
ー
ビ
ス
等
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関

す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
令
第
三
十
五
号
。
以
下
「
指
定
介
護

予
防
サ
ー
ビ
ス
等
基
準
」
と
い
う
。
）
第
七
十
六
条
第
二
号
に
規
定
す
る
介

護
予
防
訪
問
看
護
計
画
書
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
等
指
定
介
護

予
防
サ
ー
ビ
ス
等
基
準
に
お
い
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
計
画
の
提
出
を

求
め
る
も
の
と
す
る
。
 

十
三
 
担
当
職
員
は
，
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
に
対
し
て
，
介
護

予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
に
基
づ
き
，
介
護
予
防
訪
問
看
護
計
画
書
等
指
定
介
護

予
防
サ
ー
ビ
ス
等
基
準
に
お
い
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
計
画
の
作
成
を

指
導
す
る
と
と
も
に
，
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
状
況
や
利
用
者
の
状
態
等
に
関
す

る
報
告
を
少
な
く
と
も
一
月
に
一
回
，
聴
取
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

十
四
・
十
五
 
 
略
 

十
六
 
担
当
職
員
は
，
第
十
三
号
に
規
定
す
る
実
施
状
況
の
把
握
（
以
下
「
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
」
と
い
う
。
）
に
当
た
っ
て
は
，
利
用
者
及
び
そ
の
家
族
，
指

定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
と
の
連
絡
を
継
続
的
に
行
う
こ
と
と
し
，

特
段
の
事
情
の
な
い
限
り
，
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な

（
２
）
 
 
略
 

ア
～
ウ
 
 
略
 

エ
 
第
３
３
条
第
１
４
号
に
規
定
す
る
評
価
の
結
果
の
記
録
 

オ
 
第
３
３
条
第
１
５
号
に
規
定
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
結
果
の
記
録
 

（
３
）
～
（
７
）
 
 
略
 

（
指
定
介
護
予
防
支
援
の
具
体
的
取
扱
方
針
）
 

第
３
３
条
 
 
略
 

（
１
）
～
（
１
１
）
 
 
略
 

（
新
規
）
 

（
１
２
）
 
担
当
職
員
は
，
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
に
対
し
て
，

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
に
基
づ
き
，
介
護
予
防
訪
問
介
護
計
画
（
岡
山

市
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
の
事
業
の
人
員
，
設
備
及
び
運
営
並
び
に

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援

の
方
法
に
関
す
る
基
準
等
を
定
め
る
条
例
（
平
成
２
４
年
市
条
例
第
９
０

号
。
以
下
「
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
基
準
条
例
」
と
い
う
。
）
第
４

１
条
第
２
号
に
規
定
す
る
介
護
予
防
訪
問
介
護
計
画
を
い
う
。
）
等
指
定

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
基
準
条
例
に
お
い
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
計
画

の
作
成
を
指
導
す
る
と
と
も
に
，
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
状
況
や
利
用
者
の
状

態
等
に
関
す
る
報
告
を
少
な
く
と
も
１
月
に
１
回
，
聴
取
す
る
こ
と
。
 

（
１
３
）
・
（
１
４
）
 
 
略
 
 

（
１
５
）
 
担
当
職
員
は
，
第
１
３
号
に
規
定
す
る
実
施
状
況
の
把
握
（
以

下
「
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
」
と
い
う
。
）
に
当
た
っ
て
は
，
利
用
者
及
び
そ
の

家
族
，
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
と
の
連
絡
を
継
続
的
に
行
う

こ
と
と
し
，
特
段
の
事
情
の
な
い
限
り
，
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行

（
２
）
 
 
略
 

ア
～
ウ
 
 
略
 

エ
 
第
３
３
条
第
１
５
号
に
規
定
す
る
評
価
の
結
果
の
記
録
 

オ
 
第
３
３
条
第
１
６
号
に
規
定
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
結
果
の
記
録
 

（
３
）
～
（
７
）
 
 
略
 

（
指
定
介
護
予
防
支
援
の
具
体
的
取
扱
方
針
）
 

第
３
３
条
 
 
略
 

（
１
）
～
（
１
１
）
 
 
略
 

（
１
２
）
 
担
当
職
員
は
，
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
に
位
置
付
け
た
指
定

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
に
対
し
て
，
介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
計

画
（
岡
山
市
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
の
事
業
の
人
員
，
設
備
及
び
運

営
並
び
に
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果

的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
等
を
定
め
る
条
例
（
平
成
２
４
年
市
条

例
第
９
０
号
。
以
下
「
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
基
準
条
例
」
と
い
う
。
）

第
５
９
条
第
２
号
に
規
定
す
る
介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
計
画
を
い
う
。

次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
等
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
基
準
条
例
に
お

い
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
計
画
の
提
出
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。
 

（
１
３
）
 
担
当
職
員
は
，
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
に
対
し
て
，

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
に
基
づ
き
，
介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
計
画
等

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
基
準
条
例
に
お
い
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る

計
画
の
作
成
を
指
導
す
る
と
と
も
に
，
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
状
況
や
利
用
者

の
状
態
等
に
関
す
る
報
告
を
少
な
く
と
も
１
月
に
１
回
，
聴
取
す
る
こ
と
。

（
１
４
）
・
（
１
５
）
 
 
略
 

（
１
６
）
 
担
当
職
員
は
，
第
１
３
号
に
規
定
す
る
実
施
状
況
の
把
握
（
以

下
「
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
」
と
い
う
。
）
に
当
た
っ
て
は
，
利
用
者
及
び
そ
の

家
族
，
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
と
の
連
絡
を
継
続
的
に
行
う

こ
と
と
し
，
特
段
の
事
情
の
な
い
限
り
，
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
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ら
な
い
。
 

イ
 
 
略
 

ロ
 
利
用
者
の
居
宅
を
訪
問
し
な
い
月
に
お
い
て
は
，
可
能
な
限
り
，
指

定
介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
事
業
所
（
指
定
介
護
予
防
サ

ー
ビ
ス
等
基
準
第
百
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
通
所

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
事
業
所
を
い
う
。
）
を
訪
問
す
る
等
の
方
法
に

よ
り
利
用
者
に
面
接
す
る
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
，
当
該
面
接
が
で
き

な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
，
電
話
等
に
よ
り
利
用
者
と
の
連
絡
を
実
施
す

る
こ
と
。
 

ハ
 
 
略
 

十
七
 
 
略
 

十
八
 
第
三
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
の
規
定
は
，
第
十
四
号
に
規
定
す
る
介
護

予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
 

十
九
～
二
十
七
 
 
略
 

二
十
八
 
指
定
介
護
予
防
支
援
事
業
者
は
，
法
第
百
十
五
条
の
四
十
八
第
四
項

の
規
定
に
基
づ
き
，
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
会
議
か
ら
，
同
条
第
二
項
の

検
討
を
行
う
た
め
の
資
料
又
は
情
報
の
提
供
，
意
見
の
開
陳
そ
の
他
必
要
な

協
力
の
求
め
が
あ
っ
た
場
合
に
は
，
こ
れ
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
 

附
 
則
 
 
略
 

う
こ
と
。
 

ア
 
 
略
 

イ
 
利
用
者
の
居
宅
を
訪
問
し
な
い
月
に
お
い
て
は
，
可
能
な
限
り
，
指

定
介
護
予
防
通
所
介
護
事
業
所
（
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
基
準
条

例
第
９
９
条
第
１
項
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
通
所
介
護
事
業
所

を
い
う
。
）
又
は
指
定
介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
事
業
所

（
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
基
準
条
例
第
１
２
０
条
第
１
項
に
規

定
す
る
指
定
介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
事
業
所
を
い

う
。
）
を
訪
問
す
る
等
の
方
法
に
よ
り
利
用
者
に
面
接
す
る
よ
う
努
め

る
と
と
も
に
，
当
該
面
接
が
で
き
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
，
電
話
等
に

よ
り
利
用
者
と
の
連
絡
を
実
施
す
る
こ
と
。
 

ウ
 
 
略
 

（
１
６
）
 
 
略
 

（
１
７
）
 
第
３
号
か
ら
第
１
２
号
ま
で
の
規
定
は
，
第
１
３
号
に
規
定
す

る
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
 

（
１
８
）
～
（
２
６
）
 
 
略
 

（
新
設
）
 

附
 
則
 

こ
の
条
例
は
，
平
成
２
６
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

う
こ
と
。
 

ア
 
 
略
 

イ
 
利
用
者
の
居
宅
を
訪
問
し
な
い
月
に
お
い
て
は
，
可
能
な
限
り
，
指

定
介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
事
業
所
（
指
定
介
護
予
防
サ

ー
ビ
ス
等
基
準
条
例
第
１
２
０
条
第
１
項
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予

防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
事
業
所
を
い
う
。
）
を
訪
問
す
る
等
の

方
法
に
よ
り
利
用
者
に
面
接
す
る
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
，
当
該
面
接

が
で
き
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
，
電
話
等
に
よ
り
利
用
者
と
の
連
絡
を

実
施
す
る
こ
と
。
 

ウ
 
 
略
 

（
１
７
）
 
 
略
 

（
１
８
）
 
第
３
号
か
ら
第
１
３
号
ま
で
の
規
定
は
，
第
１
４
号
に
規
定
す

る
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
 

（
１
９
）
～
（
２
７
）
 
 
略
 

（
２
８
）
 
指
定
介
護
予
防
支
援
事
業
者
は
，
法
第
１
１
５
条
の
４
８
第
４
項

の
規
定
に
基
づ
き
，
地
域
ケ
ア
会
議
か
ら
，
同
条
第
２
項
の
検
討
を
行
う
た

め
の
資
料
又
は
情
報
の
提
供
，
意
見
の
開
陳
そ
の
他
必
要
な
協
力
の
求
め
が

あ
っ
た
場
合
に
は
，
こ
れ
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

附
 
則
 

こ
の
条
例
は
，
平
成
２
６
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

 
 
附
 
則
 

こ
の
条
例
は
，
平
成
２
７
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
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